
事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

企業 直営 一部委託 全部委託

その他 市民との協働 その他

（具体的な法令、条例名等）

【事業実績・成果】

事業名 受章者表彰式（一般事務事業） 担当課名
新 秘書広報課

旧

第4次総合計画
の位置づけ

政策名 基本施策名 NO 施策の展開方向

①力を合わせて市民の笑顔が
あふれるまちづくり

①市民参画・協働 1 市政への市民参画推進

会計区分 一般会計

事業（補助）対象 事業の執行方法
〇 市民 　　 〇

事業期間 開始年度 ～ 終了年度

　　 団体 　　

法令根拠 〇 市が自ら必要性を判断して実施

　　 法令または大阪府条例・規則に実施義務規定有り

　（事業の目的・趣旨）

叙勲、褒章、大臣表彰・知事表彰を受章され、永年、行政に関わり活躍された方（団体）を祝い表彰すること。

　（事業概要等）
本市在住で、叙勲、褒章、大臣表彰・知事表彰を受章された方（団体）を招き、市役所内で記念写真の撮影と
表彰、記念品の贈呈を行う。平成２４年度までは商工会議所と共催で、参加者より負担金を徴収し、祝賀会と
して開催していたが、平成２５年度より本市単独事業となり、受章者のみを招待し、表彰式として執り行った。

項目／年度
H27

（決算額）
H28

(決算額）
H29

（決算見込額）
H30

(予算額）
備考

　　　事業費総額（千円）　 129 138 119 150

【参考】国庫支出金
財
源
内
訳

（
千
円

）

府支出金

地方債

その他特定財源

金額

需用費 119

受益者負担・商品分布収入等

平成29年度事業費内訳（単位：千円）

費目

事業実績(活動指標）・成果（成果指標） 単位
27年度
実績値

28年度
実績値

29年度
実績値

30年度
目標値

受章者祝賀会（表彰式）受章者出席者数 人 12 15 11 13

叙勲・褒章・大臣・知事表彰受章者数 人 15 15 13 13

(指標を設定できない理由）

（成果の概要）

表彰式を催し、功績を称えることにより　、より一層市政への協力を仰ぎ、本市の発展に繋がっている。さらに
表彰式の様子を広報紙に掲載する事により、一般市民への周知を図るとともに受章者以外の市民の市政参
加意識を促すことにも繋がっている。



【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】

（左記評価の理由）

○
アウトソーシング

不可能

IT化等の可能性
IT化等により業務の効率化が

可能
○

IT化等による業務の効率化は
現時点では望めない

【業務効率化の可能性】

アウトソーシングの可能性 アウトソーシング済
（全部、一部含む。）

アウトソーシング可能
（全部、一部含む。）

改革・改善
策等の具体
的内容

類似事業なし

これまでの
改善点

平成２１年度から参加負担金の見直しを行い、市の負担金の軽減を図ってきた。平成２４年
度までは泉大津商工会議所と共催としていたが、平成２５年度より商工会議所が本事業から
撤退したことや、経費削減のため本市単独事業として規模縮小のうえ　表彰式典を行ってい
る。

課題（問題点）

上記のとおり見直ししたところであるため、今のところ現事業内容で継続していきたい。

担当課の
評価

A　現行どおり
各分野において活躍されている受章者を称え、その功績を知ることは市にお
いても励みとなり、受章者の市政への参加意識をさらに高めることとなり、市
の発展にも繋がるため本事業の継続は必要だと感じる。

庁内事業との
統合・連携の可能性

類似事業があり
統合・連携可能性あり

類似事業はあるが
統合・連携可能性なし

○



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

企業 直営 一部委託 全部委託

その他 市民との協働 その他

（具体的な法令、条例名等）

【事業費】

【事業実績・成果】

事業名 新年互礼会事業 担当課名
新 秘書広報課

旧

第4次総合計画
の位置づけ

政策名 基本施策名 NO 施策の展開方向

①力を合わせて市民の笑顔が
あふれるまちづくり

①市民参画・協働 1 市民参画・協働

会計区分 一般会計

事業（補助）対象 事業の執行方法
〇 市民 　　

事業期間 開始年度 ～ 終了年度

〇 団体 　　 〇

法令根拠 〇 市が自ら必要性を判断して実施

　　 法令または大阪府条例・規則に実施義務規定有り

　（事業の目的・趣旨）

市関係者並びに市内にある各企業、団体の関係者が相互に交流を深め、市政の協力依頼及び意見・情報交
換等を行い。市政の円滑な推進を図ること。

　（事業概要等）
市内の各企業、団体の関係者等を招き、新年の挨拶を行った後、親睦を深めるとともに、今後の市政への協
力を仰ぎ、意見･情報交換を行う。

項目／年度
H27

（決算額）
H28

(決算額）
H29

（決算見込額）
H30

(予算額）
備考

　　　事業費総額（千円）　 328 329 325 380

【参考】国庫支出金
財
源
内
訳

（
千
円

）

府支出金

地方債

その他特定財源

金額

負担金、補助及び交付金 325

受益者負担・商品分布収入等

平成29年度事業費内訳（単位：千円）

費目

事業実績(活動指標）・成果（成果指標） 単位
27年度
実績値

28年度
実績値

29年度
実績値

30年度
目標値

新年互礼会参加者数 人 約350 約310 約350 約350

新年互礼会案内状郵送者数 人 566 620 625 625

(指標を設定できない理由）

（成果の概要）

新年互礼会を開催し、各企業、団体の方々と貴重な意見・情報交換を行う事により、親睦が深まり、本市への
郷土愛が増すとともに、市民の方々の市政参加意識も高まり、建設的な意見も寄せられるようになった。



【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】

（左記評価の理由）

アウトソーシング
不可能

IT化等の可能性
IT化等により業務の効率化が

可能
○

IT化等による業務の効率化は
現時点では望めない

【業務効率化の可能性】

アウトソーシングの可能性 ○ アウトソーシング済
（全部、一部含む。）

アウトソーシング可能
（全部、一部含む。）

改革・改善
策等の具体
的内容

類似事業なし

これまでの
改善点

限られた予算のなかで、事業費の削減を行ってきた。

課題（問題点）

さらなる事業費の縮減に向けて、共催団体と検討していく必要がある。

担当課の
評価

A　現行どおり
様々な方が出席し、親睦を深め、意見・情報交換を行うことによって。市政へ
の理解や協力を得ることができ、本市への発展に繋がると思われる。そのた
め、参加者同士の懇談時間を長く設けることにより、更に活発な意見。情報
交換の場を提供していく。

庁内事業との
統合・連携の可能性

類似事業があり
統合・連携可能性あり

類似事業はあるが
統合・連携可能性なし

○



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

企業 直営 一部委託 全部委託

その他 市民との協働 その他

（具体的な法令、条例名等）

【事業費】

【事業実績・成果】

事業名 有功者表彰事業 担当課名
新 秘書広報課

旧

第4次総合計画
の位置づけ

政策名 基本施策名 NO 施策の展開方向

①力を合わせて市民の笑顔が
あふれるまちづくり

①市民参画・協働 1 市政への市民参画推進

会計区分 一般会計

事業（補助）対象 事業の執行方法
〇 市民 　　 〇

事業期間 開始年度 Ｓ４０ ～ 終了年度

　　 団体 　　

法令根拠 〇 市が自ら必要性を判断して実施

　　 法令または大阪府条例・規則に実施義務規定有り

　（事業の目的・趣旨）

永年、市の行政、教育、文化、産業および社会福祉などの増進その他公益に関し、その功労が顕著な者に対
して市民とともに表彰すること。

　（事業概要等）
毎年、文化の日（１１月３日）に表彰状、有功章および記念品を送り，表彰式典を行う。

項目／年度
H27

（決算額）
H28

(決算額）
H29

（決算見込額）
H30

(予算額）
備考

　　　事業費総額（千円）　 663 558 663 733

【参考】国庫支出金
財
源
内
訳

（
千
円

）

府支出金

地方債

その他特定財源

金額

報償費 119
需用費 363
役務費 33

受益者負担・商品分布収入等 125 123 120 120

平成29年度事業費内訳（単位：千円）

費目

使用料および賃借料 149

事業実績(活動指標）・成果（成果指標） 単位
27年度
実績値

28年度
実績値

29年度
実績値

30年度
目標値

泉大津市有功者表彰式案内郵送数 人 406 471 504 504

有功者表彰式典開催数 回 1 1 1 1

新たな有功者 人 3 2 3 3

(指標を設定できない理由）

（成果の概要）

永年、市に貢献された方々を市民とともに祝い、行政と市民の距離を縮めることにより、親睦が深まり、様々な
意見交換がなされるようになった。



【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】

（左記評価の理由）

○
アウトソーシング

不可能

IT化等の可能性
IT化等により業務の効率化が

可能
○

IT化等による業務の効率化は
現時点では望めない

【業務効率化の可能性】

アウトソーシングの可能性 アウトソーシング済
（全部、一部含む。）

アウトソーシング可能
（全部、一部含む。）

改革・改善
策等の具体
的内容

類似事業なし

これまでの
改善点

平成２１年度より参加負担金を徴収している。

課題（問題点）

毎年、市民会館で開催していたが、市民会館が平成２８年度に閉館したため、平成２９年度
からはテクスピア大阪で実施する。式典をスムーズに行うために実施方法を検討していく必
要がある。

担当課の
評価

A　現行どおり
永年にわたり、本市の発展、進展に寄与された方の功績を称える表彰式であ
り、今後も継続して行うことを考えている。

庁内事業との
統合・連携の可能性

類似事業があり
統合・連携可能性あり

類似事業はあるが
統合・連携可能性なし

○



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

企業 直営 一部委託 全部委託

その他 市民との協働 その他

（具体的な法令、条例名等）

【事業費】

【事業実績・成果】

事業名
市民協働推進事業

担当課名
新 市民協働推進課

旧 人権市民協働課

第4次総合計画
の位置づけ

政策名 基本施策名 NO 施策の展開方向

①力を合わせて市民の笑顔が
あふれるまちづくり

①市民参画・協働
①
②

市政への市民参画の推進
市民協働の推進

会計区分

事業（補助）対象 事業の執行方法
〇 市民 〇 〇

事業期間 開始年度 平成24年度 ～ 終了年度

〇 団体 〇

法令根拠 〇 市が自ら必要性を判断して実施

泉大津市参画と協働の推進に関する条例
　　 法令または大阪府条例・規則に実施義務規定有り

　（事業の目的・趣旨）

近年、社会を取り巻く環境は大きく変化し、今後のまちづくりにおいても、市民と行政とが協働してまちづくりを
進めていくことが不可欠となっている。こうした状況を受けて、平成27年4月に泉大津市参画及び協働の推進
に関する条例を施行し、今後、これらを基本理念として市民、市民公益活動団体等による公益活動を促進す
るとともに、行政への市民参画も含めた協働によるまちづくりをすすめる。

　（事業概要等）
本市の市民参画と協働を推進するため、泉大津市参画及び協働の推進に関する条例第１５条に基づき、「参
画と協働のまちづくり推進会議」を設置する。本推進会議において、本市における市民参画、協働に関する状
況報告や取組を予定している事項について、報告を行い、意見をいただいているところ。

項目／年度
H27

（決算額）
H28

(決算額）
H29

（決算見込額）
H30

(予算額）
備考

　　　事業費総額（千円）　 230 116 95 205

【参考】国庫支出金
財
源
内
訳

（
千
円

）

府支出金

地方債

その他特定財源

金額

報酬 72
旅費 4
需用費 19

受益者負担・商品分布収入等

平成29年度事業費内訳（単位：千円）

費目

事業実績(活動指標）・成果（成果指標） 単位
27年度
実績値

28年度
実績値

29年度
実績値

30年度
目標値

市内におけるボランティア・市民活動団体等の把握数 団体 73 91 107 130

(指標を設定できない理由）
市内におけるボランティア、市民公益活動団体等の活動内容について数値化することが困難であり、代替指標として現在把握してい
る団体数をあげた。

（成果の概要）

市民と行政との協働に関するセミナー・講座・会議等実施することにより、参加したボランティアや市民公益活
動団体等の組織や活動内容を把握するとともに、各団体間の交流ができ、団体間につながりができた。
市民活動支援センターの開設により市民活動促進のための拠点が整備された。
泉大津市参画及び協働の推進に関する条例が施行された。



【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】

（左記評価の理由）

○
アウトソーシング

不可能

IT化等の可能性
IT化等により業務の効率化が

可能
○

IT化等による業務の効率化は
現時点では望めない

【業務効率化の可能性】

アウトソーシングの可能性 アウトソーシング済
（全部、一部含む。）

アウトソーシング可能
（全部、一部含む。）

改革・改善
策等の具体
的内容

平成27年度事務事業外部評価において、「市民に見える形での活動が必要。」といった指摘
をいただいたことから、市民活動支援センターでの活動も含め、ホームページ等も通じ広く市
民に情報発信を行っているところ。

類似事業なし

これまでの
改善点

泉大津市市民活動団体等の基礎調査を実施し、特定非営利活動法人及びボランティア団体
等の情報の収集を行った。市民主体のまちづくりセミナーの実施及び市民活動支援センター
のあり方を考える懇話会・市民協働の推進に関する条例検討会を開催。また、団体登録制
度を創設し、広く市民に対し、団体活動に関する情報を発信した。

課題（問題点）

推進会議での意見などを、政策提言として、活用できるような仕組みづくりが必要である。

担当課の
評価

A　現行どおり
泉大津市参画及び協働の推進に関する条例の規定に基づき、引き続き、参
画及び協働に関する事業のチェックをするための機関を設置し、チェック体制
を構築する。

庁内事業との
統合・連携の可能性

類似事業があり
統合・連携可能性あり

類似事業はあるが
統合・連携可能性なし

○



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

企業 直営 一部委託 全部委託

その他 市民との協働 その他

（具体的な法令、条例名等）

【事業費】

【事業実績・成果】

事業名
市民活動支援センター運営事業

担当課名
新 市民協働推進課

旧 人権市民協働課

第4次総合計画
の位置づけ

政策名 基本施策名 NO 施策の展開方向

①力を合わせて市民の笑顔が
あふれるまちづくり

①市民参画・協働 ② 市民協働の推進

会計区分

事業（補助）対象 事業の執行方法
〇 市民 　　 〇

事業期間 開始年度 平成26年度 ～ 終了年度

〇 団体 〇

法令根拠 〇 市が自ら必要性を判断して実施 泉大津市市民公益活動の促進に関する指針
泉大津市市民活動支援センター設置要綱
泉大津市参画と協働の推進に関する条例　　 法令または大阪府条例・規則に実施義務規定有り

　（事業の目的・趣旨）

市民ニーズの多様化・高度化が進むことが予想されるなか、市がそのニーズに直接対応することが困難に
なっており、これらの多様化したニーズに対応するためにも、市民が自主的、自立的に、まちづくりを担ってい
くことが求められている。

　（事業概要等）
・来所者や市民等による問い合わせの対応
・市民公益活動における相談・助言・コーディネートに関すること
・市民公益活動、ボランティア団体等のネットワークの構築に関すること
・交流会の開催等個人、団体間のネットワークの構築を促進する業務
・市民公益活動に関するセミナー・研修会の開催
・子どもへのボランティア活動等の参加機会を創出する業務
・貸出用ロッカー及びメールボックスその他センター内の備品の利用に関すること

項目／年度
H27

（決算額）
H28

(決算額）
H29

（決算見込額）
H30

(予算額）
備考

　　　事業費総額（千円）　 9,210 9,454 9,454 9,488 財源：がんばろ
う基金

【参考】国庫支出金 348
財
源
内
訳

（
千
円

）

府支出金

地方債

その他特定財源 790 736

金額

委託料 7,966
使用料及び賃借料 1,488

受益者負担・商品分布収入等

平成29年度事業費内訳（単位：千円）

費目

事業実績(活動指標）・成果（成果指標） 単位
27年度
実績値

28年度
実績値

29年度
実績値

30年度
目標値

施設利用登録団体数 団体 69 86 102 115

(指標を設定できない理由）

（成果の概要）

施設の周知を積極的に行った結果、平成28年度は86団体が、平成29年度末時点では、102団体の施設利用
登録がなされた。



【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】

（左記評価の理由）

アウトソーシング
不可能

IT化等の可能性
IT化等により業務の効率化が

可能
○

IT化等による業務の効率化は
現時点では望めない

【業務効率化の可能性】

アウトソーシングの可能性 ○ アウトソーシング済
（全部、一部含む。）

アウトソーシング可能
（全部、一部含む。）

改革・改善
策等の具体
的内容

平成29年度施策評価において「1.活動の場を広げるには、市外を含めた幅広い見地も必要
ではないか。2.公募も含め、委託先の選定方法を再検討する必要がある。」といった指摘をい
ただいたことから、来年度以降の委託業者選定方法や運営内容について見直しを行う必要
がある。

類似事業なし

これまでの
改善点

改善点等を明確化するため、平成30年6月にアンケートを行った。同年度末に同様のアン
ケートを実施し、結果の推移を確認する。

課題（問題点）

施設利用や認知度の向上を図る必要がある。

担当課の
評価

B　要改善
施設利用者の増加や認知度の向上を図るだけでなく、市民活動団体同士の
連携を促進する仕組みづくり等を行い、効率的な活動支援をする必要があ
る。

庁内事業との
統合・連携の可能性

類似事業があり
統合・連携可能性あり

類似事業はあるが
統合・連携可能性なし

○



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

企業 直営 一部委託 全部委託

その他 市民との協働 その他

（具体的な法令、条例名等）

【事業費】

【事業実績・成果】

事業名
特定非営利活動支援事業

担当課名
新 市民協働推進課

旧 人権市民協働課

第4次総合計画
の位置づけ

政策名 基本施策名 NO 施策の展開方向

①力を合わせて市民の笑顔が
あふれるまちづくり

①市民参画・協働 ② 市民協働の推進

会計区分

事業（補助）対象 事業の執行方法
〇 市民 　　 〇

事業期間 開始年度 平成２６年度 ～ 終了年度

〇 団体 　　

法令根拠 〇 市が自ら必要性を判断して実施 泉大津市特定非営利活動支援補助金交付要
綱
泉大津市がんばろう基金条例　　 法令または大阪府条例・規則に実施義務規定有り

　（事業の目的・趣旨）

市民の自発的な特定非営利活動を支援し、市民公益活動団体の活動活性化及び自立促進を行う。

　（事業概要等）
市民の自発的な特定非営利活動を支援し、市民活動を活発にすることを目的に泉大津市がんばろう基金を
活用し助成制度を設け、認定申請団体を募集し、審査委員会の公開審査を経て認定された市民活動団体が
実施する「事業」を対象に補助金を交付する。　なお、交付団体は、翌年度５月の報告会において、実績・活動
報告を行う。

項目／年度
H27

（決算額）
H28

(決算額）
H29

（決算見込額）
H30

(予算額）
備考

　　　事業費総額（千円）　 961 1,136 1,155 2,072 財源：
がんばろう基金

【参考】国庫支出金
財
源
内
訳

（
千
円

）

府支出金

地方債

その他特定財源 481 568 578

金額

報償費 63
使用料及び賃借料 10
負担金、補助及び交付金 1,082

受益者負担・商品分布収入等

平成29年度事業費内訳（単位：千円）

費目

事業実績(活動指標）・成果（成果指標） 単位
27年度
実績値

28年度
実績値

29年度
実績値

30年度
目標値

補助金交付団体 団体 4 6 7 8

応募団体 団体 7 7 8 10

(指標を設定できない理由）

（成果の概要）

制度創設以後、公益活動に取り組む市民活動団体に対し補助金を交付し、幅広い市民公益活動団体による
活動の活性化と自立促進のきっかけとなる支援ができた。　平成３０年度から新たにがんばろう基金を原資と
したがんばる市民公益活動応援補助金の内、自立促進事業補助金の補助年限を３年から５年に拡充した。ま
た、人材育成を支援する補助金を新設し、地域リーダー養成などへの補助が可能となった。



【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】

（左記評価の理由）

○
アウトソーシング

不可能

IT化等の可能性
IT化等により業務の効率化が

可能
○

IT化等による業務の効率化は
現時点では望めない

【業務効率化の可能性】

アウトソーシングの可能性 アウトソーシング済
（全部、一部含む。）

アウトソーシング可能
（全部、一部含む。）

改革・改善
策等の具体
的内容

平成28年度施策評価において「がんばる市民公益活動補助金については、当施策の中で重
要な事業の一つであることから、その成果や課題について整理する必要があり」といった指
摘をいただいたことから、補助金を更に効果的に活用いただくため、PDCAサイクルを含めた
効果検証が行えるようその方策について研究する必要がある。

類似事業なし

これまでの
改善点

平成24年度・25年度に交付要綱の見直しを行い、助成区分の変更して活用しやすくした。
25年度より事前制度説明会の実施や市民も参加しやすいように審査会・報告会を休日に実
施した。また、泉大津市がんばろう基金のロゴマークを製作し、制度の周知に努めた。
平成２７年度にもより親しみやすいものとするための名称変更などの要綱改正を行った。
市民活動支援センターにおいても制度のPRに努めた。
平成３０年度から、補助期間の延長と補助対象の拡充を行った。

課題（問題点）

団体が自立できるまでの継続的な支援体制の必要性。

担当課の
評価

B　要改善

これまでの要綱の見直しなどの改善や、市民活動支援センターの開設などから、申請団体数の増加が見
られ、今後とも市民活動活性化のために必要であるが、一方では審査に要する事務処理等が大きな負担
となっていることから、他の補助金との整理統合等を含めた見直しが必要である。

庁内事業との
統合・連携の可能性

類似事業があり
統合・連携可能性あり

類似事業はあるが
統合・連携可能性なし

○



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

企業 直営 一部委託 全部委託

その他 市民との協働 その他

（具体的な法令、条例名等）

【事業費】

【事業実績・成果】

事業名
自治会活動助成事業

担当課名
新 市民協働推進課

旧 人権市民協働課

第4次総合計画
の位置づけ

政策名 基本施策名 NO 施策の展開方向

①力を合わせて市民の笑顔が
あふれるまちづくり

②地域コミュニティ ①
地域コミュニティのネットワーク化の
推進

会計区分

事業（補助）対象 事業の執行方法
　　 市民 　　 〇

事業期間 開始年度 平成14年度 ～ 終了年度

〇 団体 　　

法令根拠 〇 市が自ら必要性を判断して実施

自治会連合会助成金交付要綱
　　 法令または大阪府条例・規則に実施義務規定有り

　（事業の目的・趣旨）

泉大津市自治会連合会活動に対して助成を行い、自治会活動の一層の推進と充実を図る。

　（事業概要等）
自治会連合会に対し助成金を交付する。

項目／年度
H27

（決算額）
H28

(決算額）
H29

（決算見込額）
H30

(予算額）
備考

　　　事業費総額（千円）　 5,489 5,489 5,489 5,489

【参考】国庫支出金
財
源
内
訳

（
千
円

）

府支出金

地方債

その他特定財源

金額

自治会連合会助成金 5,489

受益者負担・商品分布収入等

平成29年度事業費内訳（単位：千円）

費目

事業実績(活動指標）・成果（成果指標） 単位
27年度
実績値

28年度
実績値

29年度
実績値

30年度
目標値

泉大津市自治会連合会加入世帯数 世帯 18,736 18,535 18,342 18,728

(指標を設定できない理由）

（成果の概要）

自治会連合会加入の単位自治会の発展と相互間の連携強化並びに親睦が図られた。



【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】

（左記評価の理由）

○
アウトソーシング

不可能

IT化等の可能性
IT化等により業務の効率化が

可能
○

IT化等による業務の効率化は
現時点では望めない

【業務効率化の可能性】

アウトソーシングの可能性 アウトソーシング済
（全部、一部含む。）

アウトソーシング可能
（全部、一部含む。）

改革・改善
策等の具体
的内容

類似事業なし

これまでの
改善点

組織の自主性・自立性を高めるため、団体における自主財源の確保の取組みやそれに伴う
年度ごとに補助金額の見直しを行っている。
専門部会を立ち上げ、自治会活性化の検討を行う。
加入促進に関する宅建業者・連合会・市との3社協定により、会員の加入促進を図った。

課題（問題点）

加入世帯数は減少傾向にある。加入世帯数の減少は地域での連携や協力を希薄にするも
のであり、今後、加入促進への対策が必要である。

担当課の
評価

A　現行どおり
自治会連合会に助成することにより、単位自治会の発展と相互間の連携強
化並びに親睦が図られ、その自治会活動の促進と市民生活の向上に寄与で
きたため。

庁内事業との
統合・連携の可能性

類似事業があり
統合・連携可能性あり

類似事業はあるが
統合・連携可能性なし

○



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

企業 直営 一部委託 全部委託

その他 市民との協働 その他

（具体的な法令、条例名等）

【事業費】

【事業実績・成果】

事業名 自治会活動助成事業
（自治会館整備における補助）

担当課名
新 市民協働推進課

旧 人権市民協働課

第4次総合計画
の位置づけ

政策名 基本施策名 NO 施策の展開方向

①力を合わせて市民の笑顔が
あふれるまちづくり

②地域コミュニティ ①
地域コミュニティのネットワーク化の
推進

会計区分

事業（補助）対象 事業の執行方法
　　 市民 　　 〇

事業期間 開始年度 平成14年度 ～ 終了年度

〇 団体 　　

法令根拠 〇 市が自ら必要性を判断して実施

自治会館整備の助成に関する要綱
　　 法令または大阪府条例・規則に実施義務規定有り

　（事業の目的・趣旨）

コミュニティの形成を通じて市民の連帯意識の醸成と自治意識の高揚を図り、市民主役の地域社会の健全な
発展に資するため、活動拠点となる自治会館の整備を支援する。

　（事業概要等）
自治会館の新築、建替え、増改築及び当該建物の敷地に係る費用の一部を助成する。

項目／年度
H27

（決算額）
H28

(決算額）
H29

（決算見込額）
H30

(予算額）
備考

　　　事業費総額（千円）　 14,799 5,130 6,102

【参考】国庫支出金
財
源
内
訳

（
千
円

）

府支出金

地方債

その他特定財源

金額

自治会館整備助成金 6,102

受益者負担・商品分布収入等

平成29年度事業費内訳（単位：千円）

費目

事業実績(活動指標）・成果（成果指標） 単位
27年度
実績値

28年度
実績値

29年度
実績値

30年度
目標値

建替え、改築等 件 2 1 2 －

新築 件 0 0 0 －

用地購入 件 1 1 0 －

(指標を設定できない理由）

自治会が自治会館の整備を行い、助成の申請を受けてからの事業となるため。

（成果の概要）

市民と行政との協働に欠かせない自治会活動の基盤整備を図ることにより、市民生活の向上に寄与してい
る。



【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】

（左記評価の理由）

○
アウトソーシング

不可能

IT化等の可能性
IT化等により業務の効率化が

可能
○

IT化等による業務の効率化は
現時点では望めない

【業務効率化の可能性】

アウトソーシングの可能性 アウトソーシング済
（全部、一部含む。）

アウトソーシング可能
（全部、一部含む。）

改革・改善
策等の具体
的内容

類似事業なし

これまでの
改善点

特になし。

課題（問題点）

１件あたりの補助金が高額になるため、年度によっては、財政面の調整が必要となる。
また、今後、自治会館の老朽化に伴い、申請が集中する可能性がある。

担当課の
評価

A　現行どおり
自治会が管理運営する公共的な施設の整備に対して、一定の補助をする必
要があるため。

庁内事業との
統合・連携の可能性

類似事業があり
統合・連携可能性あり

類似事業はあるが
統合・連携可能性なし

○



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

企業 直営 一部委託 全部委託

その他 市民との協働 その他

（具体的な法令、条例名等）

【事業費】

【事業実績・成果】

事業名
地域コミュニティ活性化事業

担当課名
新 市民協働推進課

旧 人権市民協働課

第4次総合計画
の位置づけ

政策名 基本施策名 NO 施策の展開方向

①力を合わせて市民の笑顔が
あふれるまちづくり

②地域コミュニティ ②
地域コミュニティに対する意識の醸
成と支援

会計区分

事業（補助）対象 事業の執行方法
〇 市民 　　 〇

事業期間 開始年度 平成26年度 ～ 終了年度

〇 団体 　　

法令根拠 〇 市が自ら必要性を判断して実施

泉大津市参画及び協働の推進に関する条例
　　 法令または大阪府条例・規則に実施義務規定有り

　（事業の目的・趣旨）

核家族化、ライフスタイルの変化、価値観の多様化などにより、地域のことについて無関心な人が増加したこ
とにより、地域コミュニティが弱体化しており、特に都市部にこうした傾向が顕著となっている。一方、少子高齢
化率が進展しており、今後も一層の地域の高齢化が予想されるため、地域コミュニティを活性化させるため市
民の連帯意識の醸成と自治意識の高揚を図る必要がある。

　（事業概要等）
地域コミュニティの活性化及び協働によるまちづくりを推進するため、その担い手となる市民、市民活動団体、
企業、市職員、学生などを対象者にした研修会を実施し、ともに考え、ともに学ぶことにより、職員の意識改
革、地域リーダーの育成を図るとともに、併せて、自治会が行う加入促進などの地域の活性化に資する取組
を支援するための補助金を交付する。

項目／年度
H27

（決算額）
H28

(決算額）
H29

（決算見込額）
H30

(予算額）
備考

　　　事業費総額（千円）　 286 586 1,060 1,487 財源：がんばろ
う基金

【参考】国庫支出金 286
財
源
内
訳

（
千
円

）

府支出金

地方債

その他特定財源 118

金額

報償費 118
需用費 135
委託料 120

受益者負担・商品分布収入等

平成29年度事業費内訳（単位：千円）

費目

負担金、補助及び交付金 687

事業実績(活動指標）・成果（成果指標） 単位
27年度
実績値

28年度
実績値

29年度
実績値

30年度
目標値

泉大津市自治会連合会加入世帯数 世帯 18,535 18,460 18,342 18,728

(指標を設定できない理由）

（成果の概要）

地域コミュニティの重要性を学ぶ機会の提供及び意識啓発に寄与した。
先進市視察における事例研究の結果、市民が主体となって地域活動を広く紹介するイベントが実施された。



【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】

（左記評価の理由）

○
アウトソーシング

不可能

IT化等の可能性
IT化等により業務の効率化が

可能
○

IT化等による業務の効率化は
現時点では望めない

【業務効率化の可能性】

アウトソーシングの可能性 アウトソーシング済
（全部、一部含む。）

アウトソーシング可能
（全部、一部含む。）

改革・改善
策等の具体
的内容

平成28年度事務事業外部評価において、「先進事例視察の成果を積極的に発信する仕組
みが必要」といった指摘をいただいたことから、地域リーダーとなり市民へ情報発信できる人
材の掘り起しが必要であることから、Ｈ29年度より新たに市民の自主的な取組みへの支援及
び地域リーダーの育成などを目的とした「地域人財育成補助金」を創設した。

類似事業なし

これまでの
改善点

平成28年度より、各自治会での交流が促進する事業に対し、補助を行っている。

課題（問題点）

地域コミュニティの活性化には、市民との協働による取り組みが不可欠であるため、市民、団
体等への必要な支援のあり方を検討する必要がある。

担当課の
評価

B　要改善
地域活動の活性化のため、継続的な事業実施が必要であるが、他の補助金制度と
の統合も含めた見直しも必要である。

庁内事業との
統合・連携の可能性

類似事業があり
統合・連携可能性あり

類似事業はあるが
統合・連携可能性なし

○



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

企業 直営 一部委託 全部委託

その他 市民との協働 その他

（具体的な法令、条例名等）

【事業費】

【事業実績・成果】

46

7,139

相談人数

6,674

（成果の概要）

事業実績(活動指標）・成果（成果指標）

7,488

41

委託料（女性相談業務委託料）

51

27年度
実績値

人

相談１回にかかるコスト 6,020

30年度
目標値

28年度
実績値

円

29年度
実績値

年17回（3コマ/日）フェミニストカウンセラーによる面談相談を実施（予約制、相談時間50分/人）。相談人数は
43人で、相談者に寄り添った効果的な対応ができた。

43

平成29年度事業費内訳（単位：千円）

307

H27
（決算額）

　（事業概要等）

備考
H28

(決算額）

一般的な市民相談では対応しにくい、女性特有のさまざまな問題や悩みを抱える女性に対し、フェミニストカウ
ンセラーがその置かれた状況を克服し精神的な自立を果たせるよう援助することを目的とする。

フェミニストカウンセラーの派遣を依頼し、面談相談を実施する。

H29
（決算見込額）

307

団体

(指標を設定できない理由）

地方債

その他特定財源

～

事業（補助）対象

　　

市が自ら必要性を判断して実施
男女共同参画社会基本法、泉大津市男女共
同参画のまちづくりを推進する条例

〇
事業の執行方法

第4次総合計画
の位置づけ

　　

法令または大阪府条例・規則に実施義務規定有り

終了年度平成12年度

〇法令根拠

市民

　　

　　

【参考】

施策の展開方向政策名 基本施策名

③
男女共同参画社会の実現に向けた
活動支援

①力を合わせて市民の笑顔が
あふれるまちづくり

③男女共同参画

NO

事業期間

事業名

会計区分 一般会計開始年度

項目／年度

　　　事業費総額（千円）　 307 307

H30
(予算額）

307

人権相談事業
（女性相談）

担当課名
新

旧 人権市民協働課

人権くらしの相談課

〇

単位

　（事業の目的・趣旨）

財
源
内
訳

（
千
円

）
受益者負担・商品分布収入等

府支出金

国庫支出金

費目 金額



【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】

（左記評価の理由）

担当課の
評価

相談希望者（特に新規相談者）が希望する時になかなか相談枠に空きがない。

改革・改善
策等の具体
的内容

課題（問題点）

A　現行どおり

引き続き平成30年度については、毎月最終相談日の一コマを新規相談者用として確保し、ま
た、相談予約にキャンセルが出た場合には、相談待ちの相談者へこちらから連絡して日を繰
り上げるなど、過剰なニーズに対しきめ細やかな対応を図るとともにリリースの効率的運用に
努める。

○ 類似事業なし

新規相談者の受け入れが難しいため、相談者の状態により次の相談日を考慮している。

女性特有の相談の為、フェミニストカウンセラーによる専門相談窓口は必要
である。

これまでの
改善点

【業務効率化の可能性】

IT化等の可能性

庁内事業との
統合・連携の可能性

類似事業があり
統合・連携可能性あり

類似事業はあるが
統合・連携可能性なし

○ アウトソーシング済
（全部、一部含む。）

アウトソーシング可能
（全部、一部含む。）

○
IT化等による業務の効率化は

現時点では望めない
IT化等により業務の効率化が

可能

アウトソーシングの可能性
アウトソーシング

不可能



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

企業 直営 一部委託 全部委託

その他 市民との協働 その他

（具体的な法令、条例名等）

【事業費】

【事業実績・成果】

220

参加者一人当たりに係るコスト 1,177

61

使用料及び賃借料

参加人数

69

（成果の概要）

事業実績(活動指標）・成果（成果指標）

72

90

報償費

200

27年度
実績値

人

1,850

アンケート提出率 70

4,055

30年度
目標値

28年度
実績値

％

29年度
実績値

平成30年1月28日、テクスピア大阪小ホールにて開催。時代を映し「子育て・家事　できることから考えよう」を
テーマに市民との協働によるフォーラムを開催した。

171

平成29年度事業費内訳（単位：千円）

225

H27
（決算額）

需用費

　（事業概要等）

備考
H28

(決算額）

男女共同参画社会基本法及び泉大津市男女共同参画のまちづくりを推進する条例に基づき、市民との協働
により「フォーラムin泉大津」を開催し、男女が共に自分らしい生き方を選択できる社会の実現をめざす。

すてきに生きる女と男をメインテーマに、市民が自分らしくイキイキ生きるきっかけづくりとなるようなフォーラ
ムを開催する。

H29
（決算見込額）

365

365

団体

(指標を設定できない理由）

円

地方債

その他特定財源

～

事業（補助）対象

　　

市が自ら必要性を判断して実施
男女共同参画社会基本法、泉大津市男女共
同参画のまちづくりを推進する条例

〇
事業の執行方法

〇

第4次総合計画
の位置づけ

　　

法令または大阪府条例・規則に実施義務規定有り

終了年度平成6年度

〇法令根拠

市民

　　

　　

【参考】

施策の展開方向政策名 基本施策名

③
男女共同参画社会の実現に向けた
活動支援

①力を合わせて市民の笑顔が
あふれるまちづくり

③男女共同参画

NO

事業期間

事業名

会計区分 一般会計開始年度

項目／年度

　　　事業費総額（千円）　 249 357

H30
(予算額）

370

男女共同参画推進事業
（フォーラムｉｎ泉大津）

担当課名
新

旧 人権市民協働課

人権くらしの相談課

〇

2,092

単位

　（事業の目的・趣旨）

財
源
内
訳

（
千
円

）
受益者負担・商品分布収入等

府支出金

国庫支出金

370357249

112
22

費目 金額



【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】

（左記評価の理由）

担当課の
評価

参加者に男性や若年層、子育て世代の参加が少ない。

改革・改善
策等の具体
的内容

課題（問題点）

A　現行どおり

参加者の年代が偏らないような内容の企画や、男女共同参画・にんじんサロンの周知を図
れるような運営を行う。引き続き「素敵に生きる女と男」を軸に時流に沿ったテーマを基本と
し、更に男性や若年層、子育て世代の参加促進に繋がるような企画の検討に努める。

○ 類似事業なし

毎年、開催するものを吟味し、男女共同参画に見合った事業としている。
男女共同参画交流サロン（にんじんサロン）で活動する団体で昨年度発足したにんじんサロ
ン連絡会と協力し、男女共同参画推進及びにんじんサロンの周知のための時間を設けた。

男女共同参画社会の実現に向け、継続して開催し、市民への啓発に努める
必要がある。

これまでの
改善点

【業務効率化の可能性】

IT化等の可能性

庁内事業との
統合・連携の可能性

類似事業があり
統合・連携可能性あり

類似事業はあるが
統合・連携可能性なし

○ アウトソーシング済
（全部、一部含む。）

アウトソーシング可能
（全部、一部含む。）

○
IT化等による業務の効率化は

現時点では望めない
IT化等により業務の効率化が

可能

アウトソーシングの可能性
アウトソーシング

不可能



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

企業 直営 一部委託 全部委託

その他 市民との協働 その他

（具体的な法令、条例名等）

【事業費】

【事業実績・成果】

9
138

費目 金額

財
源
内
訳

（
千
円

）
受益者負担・商品分布収入等

府支出金

需用費（消耗品）

利用者一人当たりの事業費

国庫支出金

　（事業の目的・趣旨）

単位

男女共同参画推進事業
（にんじんサロン）

担当課名
新

旧 人権市民協働課

人権くらしの相談課

男女共同参画社会基本法、泉大津市男女共
同参画のまちづくりを推進する条例

事業名

会計区分 一般会計開始年度

項目／年度

　　　事業費総額（千円）　 662 487

H30
(予算額）

638

【参考】

施策の展開方向政策名 基本施策名

③
男女共同参画社会の実現に向けた
活動支援

①力を合わせて市民の笑顔が
あふれるまちづくり

③男女共同参画

NO

事業期間

第4次総合計画
の位置づけ

〇

法令または大阪府条例・規則に実施義務規定有り

終了年度平成18年度

〇法令根拠

市民

　　

　　

～

事業（補助）対象

　　

市が自ら必要性を判断して実施

〇
事業の執行方法

〇

団体

(指標を設定できない理由）

地方債

その他特定財源

　（事業概要等）

備考
H28

(決算額）
H27

（決算額）

男女共同参画社会基本法及び泉大津市男女共同参画のまちづくりを推進する条例に基づき、泉大津市にお
ける男女共同参画推進の拠点施設として「にんじんサロン」を運営し、男女が共に自分らしい生き方を選択で
きる社会の実現をめざす。

「にんじんサロン」を拠点に嘱託員2名を配置し、男女共同参画に関連する学習、交流、相談、情報発信・収
集などの事業を行う。

H29
（決算見込額）

383

サロンスタッフによる手作り講座や健康や文化に関する講座、女性活躍応援講座など、さまざまな男女共同
参画関連の事業を行い、知名度も少しづつではあるがアップしている。

委託料

2,354

30年度
目標値

28年度
実績値

円

29年度
実績値

（成果の概要）

事業実績(活動指標）・成果（成果指標）

179

2,143にんじんサロン利用者 3,980

207

役務費（通信、電話、傷害保険）

255

286

平成29年度事業費内訳（単位：千円）

166

報償費

2,500

27年度
実績値

人

56



【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】

（左記評価の理由）

アウトソーシング
不可能

アウトソーシングの可能性

IT化等により業務の効率化が
可能

アウトソーシング済
（全部、一部含む。）

○ アウトソーシング可能
（全部、一部含む。）

○
IT化等による業務の効率化は

現時点では望めない
IT化等の可能性

庁内事業との
統合・連携の可能性

類似事業があり
統合・連携可能性あり

類似事業はあるが
統合・連携可能性なし

これまでの
改善点

【業務効率化の可能性】

A　現行どおり

男女共同参画及びにんじんサロンの周知を引き続き行う。一般市民が興味を持つような内
容及び参加しやすい形態を考慮し、啓発推進事業に取り組む。特に、今まで関わりの少な
かった市民や若年層の流入を目指し、映画など取り組みやすい媒体を使用し、にんじんサ
ロン及び男女共同参画推進の活性化に努める。

○ 類似事業なし

平成29年1月、それまで立地していた市民会館の閉館に伴い、図書館へ移転。これを機に運
営の効率化や改善を図り、一時的に減少した利用者の回復に努めた。

男女共同参画社会実現のための拠点施設として、にんじんサロンの役割は
重要である。

改革・改善
策等の具体
的内容

課題（問題点）

担当課の
評価

今後の課題として、男女共同参画を推進するには、市民の意識レベルの向上、リーダー育
成の充実と、他部署・他団体との交流や連携を取り、男女共同参画の意識を向上させ、啓
発や活動を推進していく必要がある。



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

企業 直営 一部委託 全部委託

その他 市民との協働 その他

（具体的な法令、条例名等）

【事業費】

【事業実績・成果】

財
源
内
訳

（
千
円

）
受益者負担・商品分布収入等

府支出金

5

費目 金額

嘱託員報酬×0.2÷相談述べ件数(嘱託員の業務量に占める相談業務の割合)

189

H30
(予算額）

項目／年度

国庫支出金

　（事業の目的・趣旨）

その他特定財源

地方債

　（事業概要等）

備考

※府支出金3事業( 人
権相談事業・就労支
援事業・一般事務事
業）
合計額として

25年度3,253
26年度3,175
27年度3,079
28年度2,956
29年度3,132

担当課名
新

旧 人権市民協働課

人権くらしの相談課

1,903 1,954

事業期間

事業名

会計区分 一般会計開始年度

〇
事業の執行方法

〇

人権相談事業

施策の展開方向政策名 基本施策名

① 人権教育・啓発の推進
①力を合わせて市民の笑顔が
あふれるまちづくり

④人権・平和

NO
第4次総合計画

の位置づけ

　　

法令または大阪府条例・規則に実施義務規定有り

終了年度平成15年度

〇法令根拠

市民

　　

　　

～

事業（補助）対象

　　

市が自ら必要性を判断して実施
憲法、泉大津市人権を尊ぶまちづくり条例、人
権擁護都市宣言

団体

　　　事業費総額（千円）　 1,606

単位

1,898

H27
（決算額）

H28
(決算額）

人権侵害を受け、または受ける恐れのある市民が自らの主体的な判断により、課題を解決することができるよ
うに、相談内容に応じた適切な支援を行うことを目的とする。

相談員（嘱託員）1名を配置（週休日は正職員が対応）し、相談内容に応じた助言や情報提供、関係機関との
連携等により適切な支援を行う。

H29
（決算見込額）

1,859

円

平日の午前9時から午後5時の予約なしでの体制で対応した。相談件数170件であった。
人権相談だけでは解決に至らないケースも少なくないが、傾聴と適切な窓口や機関の紹介、取次により、相談
者が自らの力で解決できる力を取り戻すケースも多く、その一助となっている。

相談件数 150

平成29年度事業費内訳（単位：千円）
報酬費

27年度
実績値

需用費

件

29年度
実績値

【参考】

(指標を設定できない理由）

（成果の概要）

事業実績(活動指標）・成果（成果指標）
30年度
目標値

28年度
実績値

125

2,569

170

2,233 2,5951,962



【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】

（左記評価の理由）

アウトソーシングの可能性 アウトソーシング済
（全部、一部含む。）

○ アウトソーシング可能
（全部、一部含む。）

○
IT化等による業務の効率化は

現時点では望めない

アウトソーシング
不可能

IT化等の可能性

庁内事業との
統合・連携の可能性

類似事業があり
統合・連携可能性あり

類似事業はあるが
統合・連携可能性なし

IT化等により業務の効率化が
可能

【業務効率化の可能性】

職員のスキルアップのため、人権協会などが実施する研修会に積極的に参加するよう努め
た。

類似事業なし

人権尊重施策として市民の生活に無くてはならないものであり、一層の相談
しやすい環境づくりが必要である。

これまでの
改善点

職員や嘱託員の人事異動等により知識のない職員が相談業務を受けることがあるが、相談
業務のためのスキルアップをしていくには、研修や経験が必要である。また、相談者は継続
して相談にくる場合が多くあり、未経験者では安心して相談内容を打ち明けてくれない場合も
ある。相談窓口を充実するには、熟知した専門職が常駐し、他課や他機関との連携を図る必
要があると考える。また、定期的なケース会議の開催や相談事案の基礎状況など情報の共
有が必要と考える。

改革・改善
策等の具体

的内容

課題（問題点）

A　現行どおり

相談窓口の充実に向け、職員のレベルアップのための研修受講を行う。また、他課や関係諸
機関との連携強化や情報共有に努める。

○

担当課の
評価



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

企業 直営 一部委託 全部委託

その他 市民との協働 その他

（具体的な法令、条例名等）

【事業費】

【事業実績・成果】

147

72

　人権擁護委員活動補助金　　150

　泉大津市人権協会補助金　　1,580

人権啓発推進委員数

75

（成果の概要）

事業実績(活動指標）・成果（成果指標）

74

137

負担金、補助及び交付金

150

27年度
実績値

人

事業所人権会員数 75

30年度
目標値

28年度
実績値

事業所

29年度
実績値

人権擁護委員では、主に定例人権相談をはじめ特設人権相談や街頭啓発、また、フィールドワーク等を行っ
た。世界人権宣言泉大津連絡会においては、主に憲法週間並びに人権週間において、横断幕や街頭啓発、
また、人権週間記念講演会等を行った。泉大津市人権協会においては、主に新人社員研修、就職差別撤廃
月間講演会、人権夏期講座への参加、フィールドワーク等を行った。

　世界人権宣言泉大津連絡会補助金　　330

147

平成29年度事業費内訳（単位：千円）

2,060

H27
（決算額）

金額

【内訳】

　（事業概要等）

備考
H28

(決算額）

人権協会、人権啓発推進協議会、事業所人権協議会、人権擁護委員、世界人権宣言泉大津連絡会の活動を
支援し、もって日本国憲法、世界人権宣言及び本市「人権を尊ぶまちづくり条例」の精神に則り、市民一人ひ
とりが人権を尊び、障がい者、高齢者、女性、外国人等への差別、また部落差別などあらゆる差別をなくすと
ともに生きがい、思いやりを持って生活し、社会に参加できる真に心豊かな地域社会の実現に資する。

人権協会、人権啓発推進協議会、事業所人権協議会、人権擁護委員、世界人権宣言泉大津連絡会への助
成を行い、当該団体が実施する啓発活動を促進し、差別をさせない世論の形成及び人権擁護の社会的環境
づくりを支援する。

H29
（決算見込額）

2,060

団体

(指標を設定できない理由）

地方債

その他特定財源

～

事業（補助）対象

　　

市が自ら必要性を判断して実施
憲法、泉大津市人権を尊ぶまちづくり条例、人
権擁護都市宣言

　　
事業の執行方法

〇

第4次総合計画
の位置づけ

〇

法令または大阪府条例・規則に実施義務規定有り

終了年度

〇法令根拠

市民

　　

　　

【参考】

施策の展開方向政策名 基本施策名

① 人権教育・啓発の推進
①力を合わせて市民の笑顔が
あふれるまちづくり

④人権・平和

NO

事業期間

事業名

会計区分 一般会計開始年度

項目／年度

　　　事業費総額（千円）　 2,060 2,060

H30
(予算額）

2,060

団体等育成支援事業
(人権市民協働課)

担当課名
新

旧 人権市民協働課

人権くらしの相談課

単位

　（事業の目的・趣旨）

財
源
内
訳

（
千
円

）
受益者負担・商品分布収入等

府支出金

国庫支出金

費目



【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】

（左記評価の理由）

担当課の
評価

本事業の目的である差別解消法及び真に心豊かな地域社会の実現についての効果測定は
困難である。

改革・改善
策等の具体
的内容

課題（問題点）

A　現行どおり

部落差別解消推進法の施行後１年半が経過するなかで、本市の「人権を尊ぶまちづくり条
例」に基づく懇話会活動について、再評価に向けた検討をはじめていく必要がある。

○ 類似事業なし

インターネットによる人権侵害や外国人差別等の今日的課題に自主的に取り組むなど、より
積極的な自主運営の促進に努めた。

人権啓発のための取り組みは、継続して実施する必要がある。

これまでの
改善点

【業務効率化の可能性】

IT化等の可能性

庁内事業との
統合・連携の可能性

類似事業があり
統合・連携可能性あり

類似事業はあるが
統合・連携可能性なし

アウトソーシング済
（全部、一部含む。）

アウトソーシング可能
（全部、一部含む。）

○
IT化等による業務の効率化は

現時点では望めない
IT化等により業務の効率化が

可能

アウトソーシングの可能性 ○
アウトソーシング

不可能



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

企業 直営 一部委託 全部委託

その他 市民との協働 その他

（具体的な法令、条例名等）

【事業費】

【事業実績・成果】

288

費目 金額

財
源
内
訳

（
千
円

）
受益者負担・商品分布収入等

府支出金

国庫支出金

単位

　（事業の目的・趣旨）

人権啓発推進事業 担当課名
新

旧 人権市民協働課

人権くらしの相談課
事業名

会計区分 一般会計開始年度

項目／年度

　　　事業費総額（千円）　 144 298

H30
(予算額）

313

【参考】

施策の展開方向政策名 基本施策名

① 人権教育・啓発の推進
①力を合わせて市民の笑顔が
あふれるまちづくり

④人権・平和

NO

事業期間

第4次総合計画
の位置づけ

〇

法令または大阪府条例・規則に実施義務規定有り

終了年度

〇法令根拠

市民

　　

　　

～

事業（補助）対象

　　

市が自ら必要性を判断して実施
憲法、泉大津市人権を尊ぶまちづくり条例、人
権擁護都市宣言

〇
事業の執行方法

〇

団体

(指標を設定できない理由）

地方債

その他特定財源

　（事業概要等）

備考
H28

(決算額）

人権協会、人権啓発推進協議会、事業所人権協議会、人権擁護委員、世界人権宣言泉大津連絡会と連携し
て諸事業を展開し、もって日本国憲法、世界人権宣言及び本市「人権を尊ぶまちづくり条例」の精神に則り、
市民一人ひとりが人権を尊び、障がい者、高齢者、女性、外国人等への差別、また部落差別などあらゆる差
別をなくすとともに生きがい、思いやりを持って生活し、社会に参加できる真に心豊かな地域社会の実現に資
する。

人権協会、人権啓発推進協議会、事業所人権協議会、人権擁護委員、世界人権宣言泉大津連絡会と連携
し、憲法週間、就職差別撤廃月間、男女雇用機会均等月間、国際識字デー並びに人権週間に関連する諸事
業を展開する。

H29
（決算見込額）

154

需用費

憲法週間・人権週間におけるパネル展、街頭啓発、市民の集い、人権啓発作品展等の開催、男女雇用機会
均等月間における講演会、街頭啓発等の開催、国際識字デーにおける街頭啓発の開催及び春秋の壁面花
壇の植替えを行った。

270

平成29年度事業費内訳（単位：千円）

10

H27
（決算額）

人

29年度
実績値

街頭啓発参加者数 120

30年度
目標値

28年度
実績値

（成果の概要）

事業実績(活動指標）・成果（成果指標）

133

264

報償費

270

27年度
実績値

点 276

91

人権作品展出品数

141



【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】

（左記評価の理由）

アウトソーシング
不可能

アウトソーシングの可能性 ○

IT化等により業務の効率化が
可能

アウトソーシング済
（全部、一部含む。）

アウトソーシング可能
（全部、一部含む。）

○
IT化等による業務の効率化は

現時点では望めない
IT化等の可能性

庁内事業との
統合・連携の可能性

類似事業があり
統合・連携可能性あり

類似事業はあるが
統合・連携可能性なし

これまでの
改善点

【業務効率化の可能性】

特になし。

人権啓発のための取り組みは、継続して実施する必要がある。

改革・改善
策等の具体
的内容

課題（問題点）

A　現行どおり

各市の事業内容をベンチマークし、本市の取り組みの妥当性について再検証する必要があ
る。

○ 類似事業なし

担当課の
評価

各種の人権啓発をより有効な取り組みとするため、その実施にあたり、適切な対象日時・場
所の選定に留意する必要がある。



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

企業 直営 一部委託 全部委託

その他 市民との協働 その他

（具体的な法令、条例名等）

【事業費】

【事業実績・成果】

775

費目 金額

財
源
内
訳

（
千
円

）
受益者負担・商品分布収入等

府支出金

国庫支出金

単位

　（事業の目的・趣旨）

人権行政推進事業 担当課名
新

旧 人権市民協働課

人権くらしの相談課
事業名

会計区分 一般会計開始年度

項目／年度

　　　事業費総額（千円）　 934 891

H30
(予算額）

1,078

【参考】

施策の展開方向政策名 基本施策名

① 人権教育・啓発の推進
①力を合わせて市民の笑顔が
あふれるまちづくり

④人権・平和

NO

事業期間

第4次総合計画
の位置づけ

〇

法令または大阪府条例・規則に実施義務規定有り

終了年度

〇法令根拠

市民

　　

　　

～

事業（補助）対象

〇

市が自ら必要性を判断して実施
憲法、泉大津市人権を尊ぶまちづくり条例、人
権擁護都市宣言

　　
事業の執行方法

〇

団体

(指標を設定できない理由）

地方債

その他特定財源

　（事業概要等）

備考
H28

(決算額）

日本国憲法、世界人権宣言及び本市「人権を尊ぶまちづくり条例」の精神に則り当該事業を推進し、もって市
民一人ひとりが人権を尊び、障がい者、高齢者、女性、外国人等への差別、また部落差別などあらゆる差別
をなくすとともに生きがい、思いやりを持って生活し、社会に参加できる真に心豊かな地域社会の実現に資す
る。

部落解放や人権啓発に関する講座・研修等に職員を派遣し、人権啓発の推進に必要な意識の向上及び知識
の修得を図る。

H29
（決算見込額）

919

負担金、補助及び交付金

部落解放・人権夏期講座や人権大学講座等の各種研修会に職員を派遣し、人権啓発の推進に必要な意識
の向上及び知識の修得に努めた。

60

平成29年度事業費内訳（単位：千円）

116

H27
（決算額）

円

29年度
実績値

研修会参加１回あたりにかかるコスト 17,967

30年度
目標値

28年度
実績値

（成果の概要）

事業実績(活動指標）・成果（成果指標）

17,019

54

旅費

60

27年度
実績値

人 42

14,850

事業1回あたりの参加人数

22,238



【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】

（左記評価の理由）

アウトソーシング
不可能

アウトソーシングの可能性 ○

IT化等により業務の効率化が
可能

アウトソーシング済
（全部、一部含む。）

アウトソーシング可能
（全部、一部含む。）

○
IT化等による業務の効率化は

現時点では望めない
IT化等の可能性

庁内事業との
統合・連携の可能性

類似事業があり
統合・連携可能性あり

類似事業はあるが
統合・連携可能性なし

これまでの
改善点

【業務効率化の可能性】

特になし。

人権啓発活動を推進するうえで、担当職員や団体役員が人権に対する正し
い知識を修得することは必須であると考える。

改革・改善
策等の具体
的内容

課題（問題点）

A　現行どおり

本事業を主担する職員が、より一層の知識の修得に努め、もって全体意識の高揚を図る必
要がある。

○ 類似事業なし

担当課の
評価

各種会議や研修への参加は、知識の修得及び意識の向上を図るものであり、効果測定が困
難である。



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

企業 直営 一部委託 全部委託

その他 市民との協働 その他

（具体的な法令、条例名等）

【事業費】

【事業実績・成果】

239
92

費目 金額

財
源
内
訳

（
千
円

）
受益者負担・商品分布収入等

府支出金

国庫支出金

76

単位

　（事業の目的・趣旨）

非核平和啓発事業 担当課名
新

旧 人権市民協働課

人権くらしの相談課
事業名

会計区分 一般会計開始年度

項目／年度

　　　事業費総額（千円）　 388 349

H30
(予算額）

354

【参考】

施策の展開方向政策名 基本施策名

② 平和に対する教育・啓発の推進
①力を合わせて市民の笑顔が
あふれるまちづくり

④人権・平和

NO

事業期間

第4次総合計画
の位置づけ

　　

法令または大阪府条例・規則に実施義務規定有り

終了年度

〇法令根拠

市民

　　

　　

～

事業（補助）対象

　　

市が自ら必要性を判断して実施

非核平和都市宣言

〇
事業の執行方法

〇

団体

(指標を設定できない理由）

人

地方債

その他特定財源

　（事業概要等）

備考
H28

(決算額）

昭和59年7月の「非核平和都市宣言」の精神に基づき、各種啓発事業を行い、もって世界の恒久平和の実現
を目指す。

平和への願いをテーマとしたイラストを描いたうちわを展示する「平和メッセージ展」、戦争の悲惨さや平和の
大切さを訴えるパネルを展示する「平和パネル展」、戦争体験者である泉大津市戦没者遺族会及び原爆被害
者の会の方々と小学生との対話の機会をつくることを目的とした「ピースディスカッション」を実施する。

H29
（決算見込額）

268

需用費

平成29年7月6日から11日において平和メッセージ展を開催し867点のうちわを展示した。また、7月31日から8月7日に市役所1階市民ロビーにおいて平
和パネル展を開催し難民のパネル22枚を展示した。一方、ピースディスカッションでは、7月25日外3日間に、市内4小学校において戦没者遺族会及び
原爆被害者の会の方々と小学生との対話を行った。非核平和事業では、戦争体験を語り継ぎ平和の意識を受け継いでくことが重要な取り組みの一つ
であり、とりわけ「平和メッセージ展」や「ピースディスカッション」において次代を担う子供たちに平和について考える機会を設けることができたことは、
大きな意義を持つと考える。

負担金、補助及び交付金

867

平成29年度事業費内訳（単位：千円）

16

H27
（決算額）

人

29年度
実績値

平和バス見学会参加者数

64

2

30年度
目標値

28年度
実績値

（成果の概要）

事業実績(活動指標）・成果（成果指標）

898

報償費

900

27年度
実績値

点

150

1,009

ピースディスカッション参加者数 32

工事請負費

平和メッセージ展出展数

26



【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】

（左記評価の理由）

アウトソーシング
不可能

アウトソーシングの可能性 ○

IT化等により業務の効率化が
可能

アウトソーシング済
（全部、一部含む。）

アウトソーシング可能
（全部、一部含む。）

○
IT化等による業務の効率化は

現時点では望めない
IT化等の可能性

庁内事業との
統合・連携の可能性

類似事業があり
統合・連携可能性あり

類似事業はあるが
統合・連携可能性なし

これまでの
改善点

【業務効率化の可能性】

少子化により出展数が減少していたことから、これまでの幼、小以外に保育所にも出展を依
頼した。
平和バス見学会については、その開催経費に対し、参加者数が限られることから、１人当た
りのコストが高くなっていたが、平成27年度からバス借上料が更に高額化していることもあ
り、平成28年度以降については、実施しないこととした。

「非核平和都市宣言」の精神に基づく、非核平和啓発のための取り組みは、
継続して実施する必要がある。

改革・改善
策等の具体
的内容

課題（問題点）

A　現行どおり

平和メッセージ展にかかる方法等の再考、また、ピースディスカッションからピースプログラム
へと過去の悲惨な戦争体験を次世代に伝えることは、二度と愚行を起こさないという考え方
を培っていくものであり、同様に現在世界で起こっている紛争等の現状を踏まえ、一人ひとり
が何ができるのかを思考することについても、その目的への異なったアプローチと考えられ
る。

○ 類似事業なし

担当課の
評価

戦争体験を語り継いでいくことの困難性や平和メッセージ展等の準備に時間を費やす。



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

企業 直営 一部委託 全部委託

その他 市民との協働 その他

（具体的な法令、条例名等）

【事業費】

【事業実績・成果】

費目

財
源
内
訳

（
千
円

）
受益者負担・商品分布収入等

府支出金

国庫支出金

28

人

単位

145

　（事業の目的・趣旨）

国際交流事業（国際交流事業補助金） 担当課名
新

旧 企画調整課

政策推進課
事業名

会計区分 一般会計開始年度

項目／年度

　　　事業費総額（千円）　 45 42

H30
(予算額）

45

【参考】

施策の展開方向政策名 基本施策名

2 多文化共生をめざすまちづくり
①力を合わせて市民の笑顔が
あふれるまちづくり

⑤多文化共生

NO

事業期間

第4次総合計画
の位置づけ

〇

法令または大阪府条例・規則に実施義務規定有り

終了年度平成８年度

〇法令根拠

市民

　　

　　

～

事業（補助）対象

　　

市が自ら必要性を判断して実施

泉大津日本語教室教育事業補助金交付要綱

〇
事業の執行方法

〇

団体

150

(指標を設定できない理由）

人

120

地方債

その他特定財源

　（事業概要等）

備考
H28

(決算額）

　本市における国際化・多文化共生を推進するため、在住外国人が生活するうえで最も重要となる日本語を
学習するための環境を充実させるために、市内日本語教室に助成を行う。

　市内在住・在勤の外国人など日本語の学習を求める者に対し、ボランティアとして個人または団体が実施す
る日本語教室教育事業に補助金を交付する。

H29
（決算見込額）

45

金額

【補助団体：泉大津日本語教室】南公民館、勤労青少年ホーム2か所で31回開催。7カ国（中国、アメリカ、カンボジア、ネパール、インド、エジプト、フィリ
ピン）延べ43名に日本語を学習する場を提供することができた。
【補助団体：日本語教室「あいうえお」】勤労青少年ホームで21回開催。6カ国（カンボジア、ベトナム、中国、アフガニスタン、インドネシア、フィリピン）延
べ102名に日本語を学習する場を提供することができた。在住外国人にとって、身近に日本語を学習できる場所があることは、生活の大きな支えになっ
たと思われる。

2

平成29年度事業費内訳（単位：千円）

42

H27
（決算額）

回

29年度
実績値

128

補助団体が実施した日本語教室開催数 52

24

30年度
目標値

28年度
実績値

（成果の概要）

事業実績(活動指標）・成果（成果指標）

日本語教室で学習した生徒数（延べ人数）

41

2

負担金、補助及び交付金

2

27年度
実績値

団体

28

2

日本語教室で学習した生徒数（実人数） 24

52

補助金交付団体

46



【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】

（左記評価の理由）

アウトソーシング
不可能

アウトソーシングの可能性 ○

IT化等により業務の効率化が
可能

アウトソーシング済
（全部、一部含む。）

アウトソーシング可能
（全部、一部含む。）

○
IT化等による業務の効率化は

現時点では望めない
IT化等の可能性

庁内事業との
統合・連携の可能性

○
類似事業があり

統合・連携可能性あり
類似事業はあるが
統合・連携可能性なし

これまでの
改善点

【業務効率化の可能性】

　これまで日本語教室に対する団体補助であったが、平成20年度に補助金交付要綱を全部
改正し、日本語教室教育事業に対して補助を行う事業補助に転換を図った。

　日本語教室における担い手不足について、市として支援できる内容を検討
する必要がある。

改革・改善
策等の具体
的内容

課題（問題点）

B　要改善

　日本語教室における担い手不足の解消に向けて、泉大津国際交流協会と連携した担い手
の育成事業の実施などを検討し、実施していく。

類似事業なし

担当課の
評価

　日本語教室における担い手が不足している。


